
１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第87 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

建 物 628¶354¶704 573¶739¶967 ` 1¶202¶094¶671 237¶695¶267 84¶001¶886 964¶399¶404

構 築 物 598¶669¶219 15¶823¶173 ` 614¶492¶392 525¶668¶466 40¶499¶101 88¶823¶926

機 械 装 置 478¶857¶072 ` 23¶874¶637 454¶982¶435 432¶233¶316 ` 22¶749¶119

車 両 運 搬 具 16¶406¶134 ` ` 16¶406¶134 3¶526¶873 2¶460¶923 12¶879¶261

工 具 器 具 備 品 4¶750¶891¶427 664¶064¶572 139¶415¶320 5¶275¶540¶679 2¶918¶478¶163 968¶271¶505 2¶357¶062¶516

計 6¶473¶178¶556 1¶253¶627¶712 163¶289¶957 7¶563¶516¶311 4¶117¶602¶085 1¶095¶233¶415 3¶445¶914¶226

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 2¶536 2¶536 `

]未収金 9¶323 9¶323 `

^未払金 (10¶622) (10¶622) `

※負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法

\現金及び預金、]未収金及び^未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。
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Ø．賃貸等不動産関係
当機構は、時価等を開示すべき賃貸等不動産を保有しておりません。

Ù．重要な後発事象
該当事項はありません。

] 無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（２～５年）に
基づいております。

３．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準
役職員の退職手当については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る
引当金は計上しておりません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準第38に
基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しております。
４．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処
理しております。
５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付国債の平成22年３月末利回りを参考に1•395％で計算しております。

６．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
７．消費税等の会計処理
消費税の会計処理は、税込方式によっております。

Ó．貸借対照表関係
運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 38¶227¶500円
運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額 17¶826¶647円

Ô．キャッシュ¥フロー計算書関係
資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 2¶536¶843¶531

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

円

資金期末残高 2¶536¶843¶531

á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á á

円

Õ．行政サービス実施コスト計算書関係
引当外退職給付増加見積額には、国等からの出向職員に係るものが、712¶700円含まれております。

Ö．重要な債務負担行為
該当事項はありません。
（追加情報）
当事業年度より、独立行政法人会計基準（「独立行政法人会計基準の改訂について」（独立行政法人会
計基準研究会、財政制度等審議会財政制度分科会法制・公会計部会平成22年３月30日）及び「「独立行
政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ」（総務省行政管理局、財務省主
計局、日本公認会計士協会平成22年４月最終改訂）を適用しております。
×．金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項
当機構は、新大学院大学開学に向けて設立・運営されております。未収金及び未払金は、主に
新キャンパス建設に関わるものであり、財源は交付金・補助金等となっております。
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